
■ 

個
人
・
法
人
部
門
は
安
定
的
に
増
加 

　
預
金
の
期
末
残
高
は
、期
中
四
十
六
億
円

減
少
し
て
一
兆
三
千
四
百
八
十
五
億
円
と

な
り
ま
し
た
。
部
門
別
で
は
、
預
金
全
体
の

約
九
割
を
占
め
る
個
人
預
金
お
よ
び
法
人

預
金
は
二
百
三
十
三
億
円
増
加
し
ま
し
た
が
、

地
方
公
共
団
体
の
公
金
預
金
は
予
算
執
行

の
進
捗
な
ど
か
ら
減
少
し
ま
し
た
。し
か
し
、

前
中
間
期
末
比
で
は
個
人
預
金
の
増
加
を

主
因
に
八
十
億
円
増
加
し
ま
し
た
。 

～リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム「地域貢献に関する情報開示」～ 

　
二
〇
〇
四
年
度
中
間
期
の
決
算
状
況
は
、
中
期
経
営
計
画
「Q

uality2003

」
の
経

営
目
標
で
あ
る
「
安
定
し
た
収
益
基
盤
の
確
立
」
の
達
成
に
向
け
、
数
々
の
営
業
施
策

を
展
開
し
て
き
た
結
果
、
コ
ア
業
務
純
益
や
中
間
純
利
益
が
過
去
最
高
を
計
上
す
る

な
ど
収
益
力
は
着
実
に
向
上
し
て
い
ま
す
。 

　
一
方
、
最
近
の
経
済
情
勢
は
大
企
業
の
業
績
を
中
心
に
明
る
い
兆
し
が
見
ら
れ
ま

す
が
、
中
小
企
業
等
が
中
心
と
な
る
地
域
経
済
の
回
復
は
い
ま
だ
本
格
化
し
て
い
ま

せ
ん
。 

　
こ
う
し
た
状
況
下
、
琉
球
銀
行
は
中
期
経
営
計
画
の
着
実
な
実
行
に
加
え
、
昨
年

八
月
に
策
定
し
た
「
リ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ッ
プ
バ
ン
キ
ン
グ
の
機
能
強
化
計
画
」
に
基

づ
き
、
中
小
企
業
に
対
す
る
資
金
供
給
の
円
滑
化
や
事
業
再
生
支
援
な
ど
に
積
極
的

に
取
り
組
み
、
地
域
経
済
の
活
性
化
、
中
小
企
業
金
融
の
再
生
、
ひ
い
て
は
当
行
の
収

益
性
の
向
上
と
健
全
性
の
確
保
を
図
っ
て
き
ま
し
た
。 

　
琉
球
銀
行
は
、
今
後
と
も
「
安
定
し
た
収
益
基
盤
の
確
立
」
と
お
客
様
の
金
融
取
引

の
全
て
を
任
せ
て
い
た
だ
け
る
「
ま
か
せ
て
バ
ン
ク
」
の
実
現
に
向
け
、
全
力
で
取

り
組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。 

預
金
残
高

預
金
残
高

貸
出
金
残
高

貸
出
金
残
高

自
己
資
本
比
率

自
己
資
本
比
率

■ 

コ
ア
業
務
純
益
は
四
期
連
続
で
過
去
最
高
を
更
新 

　
コ
ア
業
務
純
益
は
、
預
金
や
貸
出
金
、
為

替
業
務
な
ど
で
あ
げ
た
利
益
（
業
務
純
益
）

か
ら
一
時
的
な
変
動
要
因
を
除
い
た
、銀
行

の
本
来
業
務
で
の
収
益
力
を
表
す
指
標
で
、

一
般
企
業
の
営
業
利
益
に
相
当
す
る
概
念

で
す
。
今
中
間
期
の
コ
ア
業
務
純
益
は
、
有

価
証
券
利
息
や
預
か
り
資
産
の
販
売
増
加

に
よ
る
役
務
取
引
等
収
益
の
増
加
な
ど
に

よ
り
、前
中
間
期
を
四
千
五
百
万
円
上
回
る

七
十
一
億
五
千
三
百
万
円
と
四
中
間
期
連

続
で
過
去
最
高
を
更
新
し
ま
し
た
。 

コ
ア
業
務
純
益

コ
ア
業
務
純
益

預金の推移 

0

11,000

12,000

13,000

14,000

（注）預金残高は銀行勘定と信託勘定の合計。 

単位：億円 

13,198
13,475 13,404 13,531 13,485

2002年9月 2003年3月 2003年9月 2004年3月 2004年9月 

貸出金の推移 

2002年9月 2003年3月 2003年9月 2004年3月 2004年9月 

単位：億円 

0

9,000

10,000

11,000

12,000

10,732

11,269 11,047
11,296 11,170

自己資本比率の推移 単位：％ 

2002年9月 2003年3月 2003年9月 2004年3月 2004年9月 
0

9

10

11
10.40 10.40

10.85

10.19
9.99

0

50

100

53
61

69 71 71

（注） コア業務純益は、業務純益から一般貸倒引当金繰入、信託勘定償却、国      
　債等債券損益(5勘定尻)を除いて算出します。 

単位：億円 

1998年9月 2001年9月 2002年9月 2003年9月 2004年9月 

コア業務純益の推移 

■ 

中
間
純
利
益
は
過
去
最
高 

　
経
常
利
益
は
、不
良
債
権
処
理
の
減
少
等

に
よ
り
、前
中
間
期
を
二
十
八
億
千
七
百
万

円
上
回
る
四
十
七
億
三
千
万
円
と
過
去
二

番
目
の
高
水
準
と
な
り
ま
し
た
。中
間
純
利

益
は
償
却
債
権
取
立
益
の
増
加
な
ど
も
あ
り
、

前
中
間
期
を
二
十
四
億
二
千
九
百
万
円
上

回
る
三
十
六
億
三
千
七
百
万
円
と
過
去
最

高
と
な
り
ま
し
た
。 

経
常
利
益
・
中
間
純
利
益

経
常
利
益
・
中
間
純
利
益

単位：億円 

0

25

50

23
19

25

12

36

2000年9月 2001年9月 2002年9月 2003年9月 2004年9月 

中間純利益の推移 

■ 

例
年
の
季
節
パ
タ
ー
ン
か
ら
減
少 

　
貸
出
金
の
期
末
残
高
は
、年
度
上
半
期
に

は
事
業
性
資
金
需
要
が
低
下
す
る
と
い
う

例
年
の
季
節
パ
タ
ー
ン
な
ど
か
ら
期
中
百

二
十
六
億
円
減
少
し
、一
兆
千
百
七
十
億
円

と
な
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
前
中
間
期
末
比

で
は
個
人
ロ
ー
ン
が
順
調
に
増
加
し
て
い

る
こ
と
な
ど
か
ら
百
二
十
二
億
円
増
加
し

ま
し
た
。 

■ 

自
己
資
本
比
率
は
10
％
を
上
回
る
高
水
準 

　
自
己
資
本
比
率
は
、経
営
の
安
全
性
や
健

全
性
を
図
る
指
標
の
一
つ
で
、企
業
の
利
益

や
資
本
金
な
ど
が
貸
出
金
な
ど
の
資
産
規

模
に
比
べ
て
ど
の
程
度
充
実
し
て
い
る
か

を
表
し
ま
す
。
こ
の
比
率
は
、
国
内
の
み
で

営
業
し
て
い
る
銀
行
は
4
％
（
国
内
基
準
）

以
上
、
海
外
に
営
業
拠
点
を
持
つ
銀
行
は

8
％
以
上
が
必
要
で
す
。当
行
の
自
己
資
本

比
率
は
、
国
内
基
準
の
二
倍
以
上
と
な
る

10.
85
％
の
高
水
準
を
達
成
し
て
い
ま
す
。 

（
注
） 
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～リレーションシップバンキングの機能強化に関するアクションプログラム「地域貢献に関する情報開示」～ 

■ 
経
営
の
効
率
化
は
着
実
に
進
捗 

　
人
件
費
は
行
員
数
の
減
少
と
臨
時
職
の

増
加
な
ど
か
ら
前
年
並
み
の
四
十
八
億
三

千
八
百
万
円
と
な
り
、物
件
費
は
業
務
委
託

費
の
減
少
な
ど
か
ら
三
億
円
減
少
し
ま
し
た
。

経
費
全
体
で
は
一
億
八
千
万
円
減
少
の
九

十
八
億
六
千
五
百
万
円
と
な
り
、経
営
の
効

率
化
は
着
実
に
進
捗
し
て
い
ま
す
。 

経
営
の
効
率
化

経
営
の
効
率
化

■ 

格
付
け
は
「
Ａ
一
」（
シ
ン
グ
ル
Ａ
マ
イ
ナ
ス
） 

　
格
付
け
は
、
企
業
が
発
行
す
る
債
券
な
ど

の
元
金
お
よ
び
利
息
の
支
払
い
が
、約
定
ど

お
り
履
行
さ
れ
る
確
実
性
の
度
合
い
を
公

正
な
第
三
者
で
あ
る
格
付
機
関
が
評
価
し
、

そ
の
結
果
を
記
号
で
表
し
た
も
の
で
す
。当

行
は
日
本
格
付
研
究
所
の
格
付
け
を
取
得

し
て
お
り
、二
十
ラ
ン
ク
中
上
位
か
ら
七
番

目
と
な
る「
Ａ
－
」（
シ
ン
グ
ル
Ａ
マ
イ
ナ
ス
）

の
良
好
な
評
価
を
得
て
い
ま
す
。 

格
付
け

格
付
け

■ 

開
示
債
権
額
、
開
示
債
権
比
率
と
も
大
幅
改
善 

　
金
融
再
生
法
に
基
づ
く
開
示
債
権
額
は
、

二
〇
〇
四
年
六
月
に
経
営
改
善
支
援
チ
ー

ム
を
企
業
支
援
部
に
組
織
再
編
し
機
能
強

化
を
図
っ
た
ほ
か
、お
取
引
先
の
経
営
改
善

支
援
、債
務
者
区
分
の
良
化
に
強
力
に
取
り

組
ん
だ
こ
と
な
ど
か
ら
、期
中
九
十
五
億
円

減
少
し
九
百
九
十
二
億
円
と
な
り
ま
し
た
。

開
示
債
権
比
率
は
前
期
末
比
0.
73
ポ
イ
ン

ト
低
下
の
8.
68
％
と
な
り
、
大
幅
に
改
善

し
ま
し
た
。 

開
示
債
権

開
示
債
権

■ 

当
期
純
利
益
五
十
七
億
円

　
を
予
想 

　
二
〇
〇
四
年
度
の

業
績
に
つ
い
て
は
、
引

き
続
き
、
融
資
の
拡
大

や
プ
ラ
イ
シ
ン
グ
の

徹
底
、
預
か
り
資
産
の

増
強
、
経
営
の
効
率
化

な
ど
に
努
め
、
五
十
七

億
円
の
当
期
純
利
益

を
予
想
し
て
い
ま
す
。 

二
〇
〇
四
年
度
業
績
予
想

二
〇
〇
四
年
度
業
績
予
想

人件費 
物件費 
税　金 

0

50

100

2000年9月 2001年9月 2002年9月 2003年9月 2004年9月 

105

55

45

5

103

51

46

4

101

50

46

4

100

48

47

4

98

48

44

6

（注）グラフ上の値は各項目とも切り捨て表示です。 

単位：億円 経費の推移 

長期債券格付記号 

高い 

低い 

定               義 
債務履行の確実性が最も高い。 

債務履行の確実性は非常に高い。 

債務履行の確実性は認められるが、上位等級に比べて、 
将来、債務履行の確実性が低下する可能性がある。 
 
債務履行に当面問題はないが、将来まで確実である 
とはいえない。 

債務履行の確実性に乏しく、懸念される要素がある。 

現在においても不安な要素があり、債務不履行に陥る 
危険性がある。 

債務不履行に陥る危険性が高い。 

債務不履行に陥る危険性が極めて高い。 

債務不履行に陥っている。 

格付けの定義 

格付けは、「ＡＡＡ」から「Ｄ」まで
の10段階です。「ＡＡ」から「Ｂ」ま
での格付けには、同一等級内での
相対的評価として、（＋）（－）の符
号による区分があります。その符
号も含めてランク付けした場合、
格付けは20ランクに区分されます。 

（注） 

破産更生等債権 

危険債権 
要管理債権 

開示債権比率 

11.53

9.41
8.68

11.41
12.57

単位：億円 単位：％ 

2002年9月 2003年3月 2003年9月 2004年3月 2004年9月 
0
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600

900

1,200

1,500

1,700

1,900

0

2
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12

14

1,420
1,319 1,304

1,087 992476
427 433

375 298

287313

480

461

483

412

463

407

398 406

（注）グラフ上の値は各項目とも切り捨て表示です。 

金融再生法開示債権の推移 

経 常 収 益  

経 常 利 益  

当期純利益 

2004年度予想 2003年度実績 増 減 額 

416億円 

81億円 

57億円 

416億円 

70億円 

43億円 

0億円 

11億円 

14億円 

2004年度業績予想 

　
琉
球
銀
行
は
、
資
産
の
健
全
化
は
経
営

の
最
重
要
課
題
で
あ
る
と
認
識
し
、
不
良

債
権
の
早
期
処
理
、
お
取
引
先
の
経
営
改

善
支
援
に
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い
ま
す
。

自
己
査
定
の
債
務
者
区
分
で
い
え
ば
、
破

綻
先
や
実
質
破
綻
先
に
つ
い
て
は
最
終
処

理
の
促
進
が
必
要
で
す
が
、
破
綻
懸
念
先

や
要
注
意
先
の
ほ
と
ん
ど
は
事
業
を
継
続

し
て
お
り
、
業
績
の
回
復
や
延
滞
解
消
が

あ
れ
ば
正
常
先
に
戻
る
可
能
性
が
十
分
に

あ
り
ま
す
。 

　
琉
球
銀
行
で
は
、
こ
う
し
た
経
営
内
容

に
課
題
の
あ
る
お
取
引
先
の
事
業
再
生
を

目
的
に
、
二
〇
〇
三
年
四
月
に
大
口
の
お

取
引
先
を
対
象
と
す
る
「
経
営
サ
ポ
ー
ト
室
」、

二
〇
〇
三
年
十
月
に
中
小
の
お
取
引
先
を

対
象
と
す
る
「
経
営
改
善
支
援
チ
ー
ム
」

を
設
置
し
ま
し
た
。
さ
ら
に
、
二
〇
〇
四

年
六
月
に
は
事
業
再
生
支
援
機
能
を
強
化

す
る
観
点
か
ら
、
経
営
改
善
支
援
チ
ー
ム

を
企
業
支
援
部
に
組
織
再
編
し
、
経
営
改

善
支
援
チ
ー
ム
の
業
務
を
引
き
継
ぐ
経
営

改
善
支
援
室
を
中
心
に
、
経
済
・
産
業
調

査
研
究
に
取
り
組
む
経
済
調
査
室
、
ビ
ジ

ネ
ス
マ
ッ
チ
ン
グ
や
経
営
情
報
を
提
供
す

る
り
ゅ
う
ぎ
ん
ビ
ジ
ネ
ス
ク
ラ
ブ
事
務
局

を
統
合
し
ま
し
た
。 

　
二
〇
〇
三
年
四
月
以
降
、
四
百
九
十
五
先

の
経
営
改
善
支
援
に
取
り
組
み
、
う
ち
百
二

十
二
先
で
債
務
者
区
分
の
良
化
を
図
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
。
琉
球
銀
行
は
引
き
続
き

経
営
改
善
支
援
の
取
り
組
み
を
強
化
し
、
県

内
の
中
小
企
業
の
事
業
再
生
な
ら
び
に
当

行
の
資
産
健
全
化
を
図
っ
て
ま
い
り
ま
す
。 

（注）期初債務者数および債務者区分は2003年4月時点のもの。 

正 常 先  
要 注 意 先  
要 管 理 先  
 
破 綻懸念先  
実質破綻先  
 
破 綻 先  

業況良好で財務内容にも特段の問題がないと認められる先 
今後の管理に注意を要する先 
要注意先のうち3カ月以上の延滞または貸出条件を緩和して
おり今後の管理に注意を要する先 
今後経営破綻に陥る可能性が高いと判断される先 
法的・形式的な経営破綻の事実は発生していないものの、実
質的に経営破綻に陥っている先 
法的・形式的な経営破綻の事実が発生している先 

： 
： 
： 
 
： 
： 
 
： 

経営改善支援の取り組み実績 

【2003年4月～2004年9月】 （単位：先数） 

期初債務者数 

債務者区分 
経営改善支援取り組み先 期末に債務者区分が 

上昇した先数 

正常先 

うち要管理先 

破綻懸念先 

実質破綻先 

破綻先 

合　計 

うちその他要注意先 

8,265

281

264

525

126

10,492

1,031

103

79

36

5

4

495

268

48

10

5

3

122

56要
注
意
先 

【債務者区分の定義】 

（
注
） 
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